
奈良市公告第 ７０号 

 

別紙入札実施要項のとおり一般競争入札に付しますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１６７条の６第１項及び奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）第２条の規定により公

告します。 

 

令和７年 ４月２４日 

奈良市長 仲川 元庸 
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「奈良市公共施設予約システム導入業務」及び「奈良市公共施設予約システム利用」 

一般競争入札実施要項 

 

1. 目的 

奈良市（以下「本市」という。）では、公共施設の使用申込に関しては、これまで奈良電子自治体

共同運営ポータルサイト「ｅ古都なら」を利用してきました。同サービスの提供停止に伴い、新たな

公共施設予約システムの構築が必要となります。 

 新たなシステムの構築にあたっては、市民の利便性向上はもとより、市や施設の職員の業務効率化

及びペーパーレスに資するものとする必要があり、業務のあり方の抜本的な見直しにより、施設の利

用者数増加や稼働率向上を図ることを目的とします。 

 

2. 入札に付する事項 

（1） 業務名 「奈良市公共施設予約システム導入業務」及び「奈良市公共施設予約システム利用」 

（2） 契約形式 ①委託契約 

    別紙３「奈良市公共施設予約システム導入業務委託契約書（案）」のとおり 

   ②利用契約 

    別紙４「奈良市公共施設予約システム利用契約書（案）」のとおり 

（3） 契約期間 ①導入業務：契約締結日から令和７年 11 月 30 日 

   ②利  用：令和 7 年 12 月 1 日から令和 12 年 11 月 30 日 

（4） 業務案内 別添の仕様書に記載のとおり 

 

3. 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

次に掲げるすべての事項に関する事項 

（1） 令和 7 年度において奈良市が発注する物品購入等の契約に係る競争入札参加資格者 であること。 

（2） 国税及び奈良市税を滞納していないこと。 

（3） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

（4） 奈良市の入札参加停止措置要領に基づく入札参加停止期間中でないこと。 

（5） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立て及び民事再生法（平

成１１年法律第２２５号）の規定による更生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法の規

定による更生計画認可又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定を受けているものを除く） 

であること 。 

（6） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げる

暴力団、同条第６号に規定する暴力団員である役職員を有する団体並びにそれらの利益となる活動

を行う利益となる活動を行うものものでないこと。 

（7） 国際標準化機構が認定する情報セキュリティマネジメントシステム（ISO/IEC 27001）及び一般財

団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマークの認証を取得していること。 

別 紙 
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（8） 本市に提案予定の施設予約システムのパッケージ型ソフトウェアの開発元は、一般財団法人日本品

質保証機構によるクラウドサービス向け情報セキュリティ認証（ISO/IEC 27017）の認証・評価をう

けていること 。 

（9） 過去２箇年の間に国、地方公共団体等の発注業務において、オンライン施設予約システムについて、

２団体以上の導入に関して受託実績があること。 

（10） 本市に提案予定の施設予約システムのパッケージは、都道府県、指定都市、中核市又は特別区（地

方自治法第 281 条に規定される地方公共団体。ただし、地方自治法第 252 条の 22 第 1 項に規定

する中核市と同等以上の人口規模（20 万人以上）を有する特別区とする。以下、同じ。）での導入実

績を 5 件以上有すること。 

 

4. 仕様書等を示す日時及び場所 

（1） 日時 

令和 7 年 4 月 24 日（木）から令和 7 年 5 月 13 日（火）まで 

（2） 場所 

 奈良市ホームページからダウンロード 

 

5. 入札参加申請に関する事項 

（1） 提出書類 

① （様式１）一般競争入札参加申請書 

「入札参加承認（不承認）書」郵送用の返信用封筒（切手付き）を添付すること。 

② （様式２－１）業務実績証明書（導入業務） 

※入札参加者が、過去２箇年の間に国、地方公共団体等の発注業務において、オンライン施設予約

システムについて、２団体以上の導入に関して受託した実績があることが分かるもの（契約書

の写し等）を添付すること。 

③ （様式２―２）業務実績証明書（パッケージ） 

※システムパッケージ稼働実績について、入札参加者が「（様式２―２）業務実績証明書」を記載

すること。なお、業務実績は、本市に提案予定の施設予約システムのパッケージを都道府県、指

定都市、中核市又は特別区以上の自治体に導入した実績を 5 件記載すること。（様式２－１に記

載した契約と重複しても差し支えありません） 

（※注）入札参加者において「（様式２―２）業務実績証明書」を記載すること。なお、入札参加者

とパッケージ納入業者が異なる場合は、パッケージ納入契約者がパッケージ納入契約者記入欄

に記名・押印のうえ、実績を証明すること。 

④ 別紙５ 機能要件一覧及び適合確認票 

機能要件に対する、提案予定の施設予約システムの適用状況が分かるように記入すること。適用

状況によっては入札参加承認が出来ない場合があります。 

⑤ 収納代行に関する費用見積書（様式自由） 

「奈良市公共施設予約システム導入業務委託仕様書」及び「別紙５ 機能要件一覧及び適合確認

票」に関して、提案予定の施設予約システムに連携するオンラインキャッシュレス決済機能利用
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にあたって、要する費用（決済手数料等）の見積書を提出すること。提出された見積書を参照し、

本市と収納代行業者と間で別途契約の締結を行う予定ですが、必要に応じて本市で調整を行う

場合があります。 

⑥ 入札公告日において、国際標準化機構が認定する情報セキュリティマネジメントシステム

（ISO/IEC 27001）及び一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマー

クの認証を受けている者であることを確認できる書類（写し可） 

⑦ 入札公告日において、市に提案予定の施設予約システムのパッケージ型ソフトウェアの開発元

が、国際標準化機構が認定するクラウドサービスセキュリティ（ISO/IEC 27017）の認証を受け

ている者であることを確認できる書類（写し可） 

（2） 提出部数 

各 1 部 

（3） 入札参加申請方法 

令和 7 年 4 月 24 日（木）から令和 7 年 5 月 13 日（火）までの、祝日を除く午前９時から午後５

時まで（正午から午後 1 時までを除く。）に、持参又は郵送により提出すること。ただし、持参の場

合は事前に連絡のうえ、直接持参すること。郵送の場合は提出期間内に到達したものを有効としま

す。また、提出書類の到達通知は行わないため、提出者が必要に応じて追跡可能な郵送方法を検討す

ること。 

（4） 提出場所 

奈良市 総合政策部 DX 推進課（施設予約システム担当） 

 奈良市二条大路南一丁目１－１ 

（5） 入札参加資格確認通知日 

令和 7 年 5 月 19 日（月）までに郵送にて入札参加申請者に通知します。通知は、「（（様式１）一

般競争入札参加申請書」に記載されたメールアドレスに送信し、原本（公印を押印したもの）につい

ては後日郵送します。入札参加資格確認通知後において入札参加不適格要件が判明した場合は、入札

参加できません。 

 

6. 仕様書等に関する質問 

本実施要項もしくは仕様に関して疑義がある場合は「（様式３）質問書」に疑義内容を記入のうえ、

電子メール（onlineyoyaku@city.nara.lg.jp）にて提出してください。ただし、入札後に不知または不

明を理由とする異議を申し立てることはできません。 

（1） 提出日時 

 令和 7 年 5 月 1 日（木）午後 5 時まで 

メールの標題を「奈良市公共施設予約システム等関連業務に関する質問＿事業者名」とすること。 

（2） 提出先 

「12.(6)入札に関する問い合わせ先」に記載のとおり。 

（3） 質問に対する回答 

令和 7 年 5 月 9 日（金）に奈良市ホームページに掲載します。 
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7. 入札開札の場所及び日時 

奈良市役所 入札室 

令和 7 年 5 月 27 日（火）午後 4 時入札 

入札締め切り後、直ちに開札 

 

8. 入札金額 

「奈良市公共施設予約システム導入業務」及び「奈良市公共施設予約システム利用」のそれぞれの

金額（消費税及び地方消費税を除く）を記入してください。 

 

9. 入札保証金に関する事項 

入札に際しては、奈良市契約規則第４条に定める所定の入札保証金を納めなければならない。 

ただし、同条第２項第３号に該当する場合は、これを免除します。 

 

10. 入開札に関する事項 

（1） 入札の方法は持参入札とする。「（様式４）入札書」に必要事項を記載し、封筒に入れて封印し、封

筒中央に「入札書」の文字、封筒裏面に事業者名を記入すること。 

（2） 代理入札の場合は、年間を通じて委任されている者以外の者は、入札執行前に必ず「（様式５）委

任状」を提出すること。提出のない場合は、入札できないものとします。 

（3） 入札書に記載する金額は、奈良市公共施設予約システム導入業務に係る委託料の総額（消費税及び

地方消費税を除く）と、奈良市公共施設予約システム利用に係る使用料（月額）とします。 

（4） 再度入札 再度入札は２回を限度とします。 

（5） 入札の無効 次のいずれかに 該当する入札は、無効とします。 

(ア) 入札参加資格のない者による入札 

(イ) 委任状の提出がない代理人による入札 

(ウ) 入札書に入札金額、署名または記名押印を欠く入札 

(エ) 入札書の重要な文字の誤脱等により必要な事項を確認できない入札 

(オ) 入札書記載の金額を加除訂正した入札 

(カ) 同一入札者が出した同一項目についての２以上の入札 

(キ) 入札に際して公正な入札の執行を害する行為があったと認められる入札 

(ク) 入札の日付が入開札日でない入札 

(ケ) その他入札に関する条件に違反した入札 

 

11. 落札者の決定方法に関する事項 

（1） 入札者中、奈良市公共施設予約システム導入業務に係る委託料、奈良市公共施設予約システム利用

に係る使用料の両方が入札書比較価格以内であって、奈良市公共施設予約システム等導入業務に係

る委託料と、奈良市公共施設予約システム利用に係る使用料の 60 ヶ月分換算の合計が、最低の価格

の入札者をもって落札者とします。 

（2） 落札者となるべき同一の価格の入札者が２人以上あるときは、直ちに「くじ」で決定します。 
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（3） 開札した場合において、入札参加者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限以下での価格の

入札がないときは、直ちに再度の入札を行います。入札参加者又は代理人が開札に立ち会わない場合

は、再入札に参加する意思がないものとみなします。また、前記１０．(5)の各号に該当する無効入

札をした者は、再入札に加わることができません。なお、入札は再入札と合わせて２回までとし、落

札者のない場合は、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第８号の規定により、最終入札において

有効な入札を行った競争加入者と交渉を行うことがあります。 

 

12. その他 

（1） その他の詳細は、この「一般競争入札実施要項」及び「仕様書」によりますので、熟読のうえ入札

に参加してください。 

（2） 「（様式１）一般競争入札参加申請書」を提出した者で、本入札に参加しないことになった場合、

入札書等の提出期限までに、「（様式６）辞退届」を提出すること。 

（3） 災害その他やむを得ない理由があるときは、開札の中止又は開札期日を延期することがあります。 

（4） すべての提出書類は返却しません。また、すべての提出書類の作成・提出に係る費用は、入札者の

負担とします。 

（5） 上記に定めのないものは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）及び地方自治法施行令並びに奈

良市契約規則によるものとします。 

（6） 入札に関する問い合わせ先 

〒630-8580 

奈良市二条大路南一丁目１－１ 

奈良市 総合政策部 DX 推進課 

電話 ０７４２－３４－４７２２ 

メールアドレス：onlineyoyaku@city.nara.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

  


